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1．本稿の目的
　本稿では，文部科学省の「日本語指導が必要な外国人児童・生徒の受入れ状況等に関する調益（平
成19年度）」の結果1を概観しつつ，新潟市の公立小t中学校における日本語を母語としない児童・生
徒への（日本語）学習支援の現状を明らかにする。これによ1）　，新潟も含め，非日本語母語話者が必
ずしも集住していない地域の問題点を明らかにし，教育現揚や行政に対して，より効果的な支援体制
を提言するための足がかりとしたい。ここでいう支援体制は，国籍や母語を問わず，地域での共生を
可能にするために必要な教育上の支援を受けられる公的制度と指す。将来的には，地域の学校で学習
者が母語でも学べることも視野に入れた，児童・生徒の学校における学醤や生活，人格形成など，教
育全般の支援を指す。ただし，現実に即して本稿では主に「日本語学溜支援」の而を扱うことになる
が，次節で述べる通り，箪渚の闘心は，「日本語学習」のみの支援にあるわけではない。
2．はじめに：なぜ（日本語）学習支援か
　日本語を母語としない主に日系南米人，いわゆるニューカマーの子どもたちの教育問題が指摘され
るようになって久しい。しかし，大規模な集住地域がない地域では，まだ一般に馴染みがない，ある’
いは見えにくい問題かもしれない。
　実際，平成19（2007）年度の文部科学省の統計1によれば，公立学校に在籍する外国人児童生徒数は
約7万3千人で，・全公立学校の児童・生徒数のわずかO、5％に過ぎない2。しかも，「日本語指導が必要
な外li国人児童生徒」は約2万5千人であり，その割合は平成18（2006）年度の調査に比べ13。4％増だ
とはいえ，公立学校の全児童生徒数2わずかO．2％に満たない。（「日本語指導が必要な日本国籍を有す
る児童・生徒」4，3S3人を含めてもO．2％程度である。）ただし，あくまでも「統計上」の数字である。
　しかし，少数とはいえ，すべての子どもには国鯖の有無やその母語を問わず教育を受ける権利があ
る。少数者に不利益にならないような教育制度を整えることこそ「先進国」としての責務であろう㌔
日本語を学ばなければ初等教育にさえアクセスできない現状は，明らかに日本語を母語としない児
1http：／／www」mext．go．jp／b　n］emTfhouclou／20／08／eSO7301Vool．htm　文部科産≠省：［≡1本話指導が必要な外】ail人児童
　生徒の畳入れ状況等に闘するilllll査〔平戊19年度）」の結果について」より。
また、本纐トによると、こ加㍉の燃生徒の母語怯ecルトガル語㈲．2％）－1咽語（19．9°／。）、7・ペインii｛f　（13・5％）
　の3言語で全休の7割以上を111めるという（ただし％は、統lli’の尖数から筆者が，｝：出）。さらにri1本1…1…i籍を有する日塞
　語指導が必要な児童生徒」数は4，383入となっており、前年度と比較して13．3％増だという。
：http・〃www，111ext．go．jpfb．－mell・／t・t・kei／ool／os。1。901／itidex・htm畑1科学省：「平成1g　fl渡学校，1躰；・胱」．の「1・
学校調剤によれば、平成19年度公立学校（小中iギ鍛・中等学校・特別支｛騨校のり読生徒数の合1｝トは約1，427万8千
　人であった。
3國辿の人毛1蹉別撤廃委貝会の「壮終見解」における勧告弟15条「…t－一また、日本の公立学校においてマイノリティの言
　語での教育へのアクセスを確傑するよう勧告する。」に刈’し、日本政府は平成19∫1櫓月現在、「マイノリティ言語を使用
　する子どもに対して、希剖する場合には公立の小・中学書突に受け入れ、日本人と同一の教育を受ける捷会を提供してお
　り、その際子どもたちが円泄に日本の教育を受けられるようにするとの観点から、日木譜指導、教師による支援、さら
　には彼らの母語〔マイノリテ1言語）を話せる者による支援等、マイノリティ言語を｛吏川する子どもたちに最大限の配
　慮をしている。」との7．tローアップをしている。　http：〃www．mofa．go．jp／niofaj／gaiko／jinshu／pdfs／sabet＄u・pdf
車SASAIq，　Kaori［ill謂1文化学r－flS非常勤講師］
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茸・生徒への負担力㌔不当に大きい。佐久間（2006，pp．137’175）は，外国人児童・生徒に対する自治
体行政に見られる公平性の欠如を様々な面から指摘し，こうした児童・生徒の母語による教育環境の
整備に無関心な蓼baftは，日本の教育制度の歴史，いわゆるオールドカマーである主に在日朝鮮・韓国
人の教育問題に対する対応の歴史｛「権利としての教育」ではなく，「恩恵として教育」観）と密接な
関係があるとの指摘もしている（同上pp．177・207）。多くの教育現場で児童・生徒の母語による教育の
必要性を認めちれながらも，十分整備されてこなかった背景には，暗黙のうちに「日本の学校は日本
入のためにあり，国譜であるEI本語を学んで当然だjという前提があるものと考えられるeそして小
野原（2007，P226）が指摘するように「雷語政策の立案にあたっては，政治家や経済・人といった社会
的強潜の思惑の方が，純粋で理論的な提需よリ重視される」ことが往々にあt）　，「まずは日本語を」と
いう前提も，新たな職場を確保したい日本語教育関係者の都合とも無関係ではなかっただろう。（箪者
自身，そのおかげ』で仕事を得ているのだから，偉そうなことは言えないのだがe）
　しかし，こうした教育観は，グローバル化の中で成り立ちにくくなってきている。そもそも日本が
単一民族で，単一言語国家である，というのは，幻想にすぎないし，国境を越える「移動」は，今後
もますます盛んになるだろう。「母譜とは何か」や，「第2言語をどう扱うか」などを再考しつつ，子
どもの金人的な発達を考慮した，「移動」を前提とした教育の枠組みを考える重響性は，石井（2008）
や大平（2001）が指摘するとおりである。
　したがって，ここでは，現行の公立学校における「日本語指導」は，児童・生徒の母語による教育
環境の不備に対する次善の策，補助的な支援策であるという立揚をあえて示したい。本稿のタイトル
に（日本語）学習支援としたのは，そのためである。
　1曇1連の人税差別撤廃委貝会は「最終見解」（第16条）において，「日本の公立学校においてマイノリ
ティの琶語での教育へのアクセスを確保するよう」勧告している。在日朝鮮・韓国人の母語や母文化
に対してとってきた態度を考えれば当然であろう。にもかかわらず，政府は「多く国でもマイノ1，ティ
言譜によって全ての公教育が行われているわけではない」から，「日本の公教育は人種差別的でない」
という見解を示している3。
　日本の学校教育におけるもう1つのマイノリティとも言える特馴支援学校の児童・生徒の教育も，
ノーマライゼーションの考えの普及とともに改善が進んできたのは，ごく最近のことであ劉。いわゆ
るニューカマー・の教育の権利が確立するまでには，まだ時間がかかるかもしれないS。しかし，はじめ
から「日本語指導」のみに目標を絞ることは，多文化主義を後退さ茸かねない。すでにいくつかの自
治休では，各学校へ児童・生徒の母語がわかる支援者を派遣したり，教科書の翻訳を作成したりして
いる。こうした支援をさらに拡充していく基盤として，「日本語指導」に特化しない支援体制作りのあ
り方について議論を深める必要があろうeそれには，まずは見えにくい実態を把握していくことが重
要である。
3．外国人非集住地域における問題
　先にあげた数字は，いずれも公立校のみの統計であり，私立学校や各種学校｛民聞の日本語学校な
4ちなみにhttp：〃www．mext．go．jp／b　menu／toukei／OOIIOSOIO901／Oel／001／005．htmによれば，特別支援学校（公立）の
　在学者数は10万8千人で，教員数（本務者）は6万7干入を擁している。
s仲〔2007）によれば，「北九州iliiJt済文化局1華1際交流部」の外国，”r一市民への子どもの教育上の悩みに関するアンケート結
　果で1位に挙げられたのは，「母1郵1｝や文化が教えられない」というもので，約30％（「臼木語ができないjは約3％）
　を占めたことを受け，「外園蒋児童生徒に対して，El本語教育が盛んに行われている一方，外国人児童生徒の・母評チ保持教
　育はあまり評及しているとは雷いがたい」（p．237）と述べている。
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ど），不就学児童・生徒も含めれば，教育へのアクセスが十分でなかったリ，経済的に困難だったりす
る児童・生徒の数は，この限りではない。また，先の統計において「日本誌指導が必要な外国人児童
生徒」とは，「日本語で日常会話が十分にできない児童生徒及び日帯会話ができても，学年相当の学習
言語が不足し，学闇活動への参加に支障が生じており，日本語指導が必要な児童生徒を指す。」とある。
しかし，学習活動の参加に支障が生じていないように見える，「おとなしい」児童・生徒や，学習言語
の不足ではなく，単にもともと学力不足だとみなされる児童・生徒は，この数に含まれない可能性も
ある。日本語のレベルが把握しきれていないケースは，かなりあると思われるG。
　日本に長期滞在，または定住する日本語を母語としない年少者の問題が本格的に議論されるように
なったのは，1ggq年代以降である。それは特に外国人（主に南米出身の日系人）集住地域における教
育問題や不就学の問題によって注目されるようになった。そのため集住地域の取り組みに関する報告
は数多くなされている。しかし，先の統計からもわかるように，「日本語指導が必要な外国入児童・生
徒」の居住する市町村は，全市町村の約48％にあたる8517に及ぷが，その約半数にあたる424市町村
の在籍数は5人未満なのである。30人以上もいるような市1町村は全体の約20％（175）で，むしろ少
数派といえるs。また同児童・生徒が在籍する公立学校は全公立学校の約16％，5，877樹に及ぶが，こ
のうちの64％の学校には，ユ人か2人しか在籍していないのである。つまり，平均すると日本の公立
学校10校中，それぞれ1人か2人の「日本語指導が必要な外国人児童生徒」が在籍する学校が1つあ
るということになる。ちなみに新潟県には公立学校が，中等学校5校，特別支援学校27校を含めて96ユ
校あるが，このうち中等学校，特別支援学校を除く75校に116人在籍しているという1°。つま1，，県
内の約8％の学校に1人か2人の「日本語指湛が必要な外国人児童生徒」がいる計算になり、全国平
均よりさらに密度が低いことがわかる。ただし，この116人以外にも，「日本語指導が必要な日本国籍
を有する児童生徒」が含まれる可能性があり（先に述べたようにその数は全国で4，383人だが，都道府
県別内訳は不明），日本語指導が必要だとみなされなかった児童生徒も倉めると，実際に日本語指導が
必要な児童生徒はこれより多い。
　このように当事者が学校に少数〔多くの場合一人）しかおちず，しかも「日本語がわからない」「子
ども」で，（場合によってはその保護者も）日本語での意思表明が十分できなければ，その声は届きに
G川上（2006，p．　IS，1エ38＞は「日木陪指導が必要な児童・生徒」を決める望，蝋1哨休があいまいであると指摘している。
　また川上（2eo6第3章pp、　3S・52）は，　M本誹を母語としない児：iit”生徒の日本講の能力を把握する方法として，子ども
　の発達殺階に応じた「JSLバンドスケール」を設定した。
・wikipediaによると，・20。9・sli　1月1　El現在のib’firl村数は1，781である・・http：／／ja・wikipedia・。T‘9／“rilci／％E5％85％As％
　E5％9B％BD％E5％BS％82％E7％9・1％BA％E6％9D％91％E・1％BS％呂0％E8％A6％A7
8http・〃www．mext．sr。．jp／b．叩e・u／h。・d。・／20／0S／oso73011／。。1・ht・u文部科学雀：「同本言吾指導が必要な外【三ll人Ybtt．
　生徒の受入れ状況等に関する調査（平成1911二度）」の結栄について」の圓5によれば，S51のTliliUl’村のうち・日木i；’｝指灘
　が必要な児童生從のIE　21±i数fJ｛　3e人以上の白治休｛市町村）は，全休の約20％で175あるが，約半数にあたる4241r町
　村の在耕数は5人未満である。
・、http・／／w“tw．niext．9・．jp／b」nenu／t。ul・ei／。01／08。ユ0901／0。1・htm文剖1科学省：平脚9犠学榔LI溢よDo伽｝1の・j・
　学校は22，420校，中学校数は10，150校，高等学校数は3、976校，公立111等学按17校，特別支援学校954校で、計37，517
　校である（国立，私立は脅まず）。したがって、日本語指導が必要な児童・生徒のいる学校5，S77校の全公立学校に対す
　る割合は，約16％である。（特このうち，一人か二人いる学校数は約3，700だから全公立学校の約1eo／．にあたる・
10?狽狽吹F／／wsvw．mext．go．jp／b　nle：lu／houdou／20／OSIOSO73011／OOl／OOI，htnl　文部科学省l　r日木語指導が必要な外国人
　児童生徒の畳入れ状況」参署①日本語指導が必要な児童生fiti数（都道府県別）によると新潟県には116入（小学生s5，
　・15校，中学生29人，2S校。高校生2人，2植）才11篇しているe
また，httP：〃ww、・・．pref．niigata．lg．jp／t・kei／119　212。247794、html新湖・じ「平成19‘般学校劇荊査細1潟』119」に
　よると，新潟県の公立学校には，小学th　133，691入（小学｛妬68校），111学：生70，・167人（中学：校247校），高校生69，S65
　人｛高校114校（通f訓111除く）1・11等学校生1，38S人｛中等学校5校）特別支｛慶学校生1，S75人（特別支援学校27校）・全
　公立学校児童生徒数二277，286人（中等，特別を除くと274，023人），全公立学較数961校（中…看三，特別を除くと929校）
　の在雑がある。これらの数字から計算すると，県内全児童生徒数に対する旧本語指導が必要な外國人児コ1竜生徒の割合は，
　わずか｛｝．O・1％である。
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くい。つまり，悶題が顕在化しにくいのである。しかも継続してそのような児童：生徒が在籍すると
は限らないため，1回限りの特殊な例として，いつの間にか忘れられてしまいかねない。っまり，経験
の蓄秋が困難で，そのため対策を購じるのに十分な情報が得にくい，という問題をかかえているeさ
ちに外国籍あるいは外国にルーツがあることを隠そうとする風潮が一部で残っておt）　’特別視を避け
たいがために，あえて積極的に支援を求めないケースもあると聞く。少数というより，多くの場合「孤
立」状況にあると雪える。支援する側も，受ける側も情報の収集が難しく，毎回新しいケースとして
1からスタートしなければならず，効率のいい支援ができていない現状がある。
　その上，少数の「外国人」のための数育予算には，限りがある。忘れた頃に1人，2入と転入してく
るこのような児恥生徒のために，日本語指導だけでなく，教育権そのものの確保を限られた予算内
で，どのように行ったらi効果的で合理的かは，地域の実情に即して考えていかなければならないだろ
う。この点で，深灘他（2008）のように，外国人「散在地域」に注目することは非常に重要だといえ
る11。日本語を母語としない児童生徒の教育を担う自治体の多くは，必ずしも外国人集住地域ではな
い。したがって，非集住地城である新潟の現状や課題は，より多くの自治体とも共有可能である。今
後はさらに地域の実情にあわせた現実的な支援休制を考えていくことが必要になるだろう。
4．新潟市における現状
4－1．新鴻市の日本語指導協力者派遣事業12の概要
　平成20年度，新潟市の公立小中学校約20校に「日本語指導が必要な児童・生徒」が少なく1も40
名以上在籍しており，新潟市教育委貝会では，このうち約30名の児童・生徒について，日本語指導協
力者（11名。うち一人は中国語を母語Lとする者）を派遣した。こ一Jの事業は10年ほど前（1996年）か
ら始まったと聞くe新潟市の教育ビジョン：3の基本施策3「世界と…與モに生きる力の育成」の中の第6項
「海外帰国子女教育・外国人児童生徒への教育の推進」に位置づけられている。それによれば，帰国
子女，外国人児童生徒の学校生活への適応性の促進や日本語指導を行うとともに，それちの子どもの
もつ知識や経験を生かす教育をすすめること，及び日本語指堪が必要な外国人児童などに，日本語指
導協力者による個別指灘を行い，日本語使用能力や日本での生活への適応力を高めることが，その内
容として記されている13螂。また，施策の目標として，日本語指導協力考の指導によって日常会話が
できるようになった子どもの害恰を平成21年度までに50％にすることがあげられている：3　P’　3‘．これ
は，新潟〒貯の単独事業で，平成20年度の毒業費は178万5千円である14。
　平成20（2008）年度，新潟市の各小中学校から教育委員会への派遣要請は約40件あった。このうち
2校から要請のあった10数件にっいては，新潟県からの教貝加配があったため，また，他の数名につ
いては，日本語のレベルが相対〔1勺に高いため詣導協力者の派遣1ま行われなかった・平成20年度は・
約20校に在籍する約30名の児童・生徒について，協力者の派遣があった。児童・生徒を母語別に見
ると，中国語母語話者（多くが日本語国籍で日本名を名乗っている）が約60％を占め，インドネシア
u実は衛山県には302人の「臼木語指導が必要な外国人児童生徒」が在籍しており，北陸3県（新潟富山石川）のlbでは
　突出している。この数字は，111山県内の公立学校在籍児童生徒数の合計120β3’1人に対して，約D2％にあたり，全国平
均とほぼおなじであるe
：鯉鋤灘｛・恐繍｝黙器s！㍊耀騰耀繍羅瀟舗欝塁縄雪と
13http：〃www．city．niigata．jp／info／kyoi］cu＿soniufbijon／visionzenlci／zenkikeikaku．pdf新言瑠市i孜「守ビジョン　1jl」期
1糖膿魏1磁1鷲」，〆HTMい，1。1，／、i，，．2，3，，df㈱・（細）「・1illU村の20。8・1・度嚇交illllN｛S：
　三艮業」　より
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語，ウルドゥー語が各10％弱，バングラディシュ語，ネパール諾がそれぞれ若干名とその他となって
いるa
　協力者の派遣は，1回2時間として，おおむね15回から25回で，派遣回数は新規か継続かによって，
または日本語のレペルによって決まる。1回2時間が基本であるが，1回1時間にして、より多くの回
数に分けて指導することも可能である。たとえば上限｛1回2時間25回）の場合，1回1時問50圓に
することができる。、その場合，週に2回行うと，およそ半年で終了することになる。確かに半年ほど
日本語環境で生活すれば，多くの年少者は，日’li拍勺な日本語は，場面の助けがあれば，かなり聞いて
理解できるようになる。しかし，発話は十分とはいえないし，読み洪きは，個人差もあるが，学年相
当の教科書を十分理解するのは，至難の業である。多くの場合，次年度も継統派遣を：希望されること
が多いが，予算の闘係で，その全てに応えることは不可能な状況である。先に見たように文部科学省
の調査における「日本語指導が必要な児童生徒」の定義は，「日本語で日常会話が十分にできない児童
生徒及び日常会話ができても，学年相当の学摺言語が不足し，学習活動への参加に支障が生じて」い
る者を指していたが，新潟市の現状では，特・に「学年相当の学摺霜語が不足」しているケースについ
ては，十分な日本語指導がなされていないといえるIS。
4－2．日本語指導協力者派遣事業に対する派遣校からの評価
　平成19年度に日本語指導協力者が派遣された学校（30校）を対象に，i新潟市教育委貝会が行ったア
ンケートの結呆を要約して以下の表にまとめる。これによれば，日本語のレベルは向上したものの，
学習に支障がないレベルまで到達するのは難しいということがわかる。先に述べたように，現行の制
度では，教科学習に支障のないレベルまでの日本語指導はできていない，ということが，アンケート
からも伺える。
日本語レベル 1一渉1．5 1－＞2 2・一＞2．5 2－｝3
学校生活への適応状況 まだ支障あり まだ支障あり あまり支障ない あまり支蹄ない
回答数 3 9 13 5
なお「1．5」及び「2．5」は同一レベル内での向上が見ちれたことを示すため，華者が便宜上設けた。
　このアンケートで寄せられた学校からの要望としては，派遣回数の増加及び派遣の継続がほとんど
で，該当生徒の母語がわかる人の派遣の要望もあった。また，担任と指導協力員との連携のための時
間がとれないとの指摘もあった。指誉協力員によるカウンセリング効果を評価するコメントも見られ
た。
4－3．教員加配による日本語指導が必要な児童・生徒への対応例
　日本語指導が必要な児童・生徒に対応するため，平成20年度は新潟市では2っの小学校へ，各1名
’s　http・〃www．m・xtg・jp／しm・・u／h。・d。・／2。／⑪s／。8。730u／。ol／。01・htni畑1手斗学省：「躰評｝柵が必要な夕F［コ｛］ノk
　児肚生徒の受入れ状況」（｛3旧本話指1斗を受けている児1阻ヒ徒数）によれぽ．EI木請指導が必要な外［．lll人児童生徒のうち、
　実際に指導を受けているのはS3．5％で，前年に比べ2，1驚減少しているという。
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の教貝の加配があった。筆者は平成20年（2008年）12月に，このうちの1校の担当教諭を訪ね，話
を伺う機会を得た。
　加配教貝は，日本語教育の経験者でなく，単に県かち当該校へ教諭が1入増貝されるということで
ある。この学校では，加配された教諭が日本語クラスを担当するわけでなく，もともと同校に勤務し
ていた教諭が日本語クラスの担当となったそうである。日本語クラス以外に，他教科の授業も担当し
ているという。それでも通年で工人の児堂がおおむね1日1時間（45分）は日本語指導を受けられる
よう1嗣品1割が組まれておリ，指導協力者の派遣時澗数に比べ圧倒的に恵まれているといえる。また1ク
ラスは，学年と日本語のレベルが近い2，3人から構成されている。この点も，主に1対1の取り出し
式で行われることが多い指導協力者の日本語指導との大きな違いである。年少学留者にとって，共に
掌ぷ友達がいるということは大変な励みとなる。また，担当者が常勤であるため，クラス担任との連
絡が取りやすいという利点もある。実際，必要に応じて日本語以外にも他教科の学闘をすることある
という。
　この教輸の話では，個人差はあるが，1年で日常会話やひちがな，カタカナは学習できても，やはり
各教科の学習言語を智得するには一卜分とは言えないという。特に高学年になって来日した児童は，学
年相当の教科嘗の雷葉は難しく，教科学習に支障がないレベルになるには，到底1年では足りないと
いう。高学年の国語，社会などの，教科書を読むこと自体が大変な教科については，それぞれの母語
の翻訳版が利用できるように教材をそろえてほしいとのことであった。いくつかの教科書の翻訳が利
用できるようになってはきた1　fiが，まだ全ての教科について十分そろっていないし，その存在が現場に
知られていないのが現状である。現在は担当教諭が日本人の児童用のドリルや英会話教材のカードな
どを利用しながら，様々な工夫をしつつ日本語脂導と‘学習支援を行っている。しかし，学年が上がる
につれて，日本繕を母語とする児童向けのドリルなどは，漢字表記が増加し，話し言葉とは異なる語
彙が多く出てくるため，日本人と同じ教材を使うことはより困難になるb担当教諭の話から，特に中・
高学年が母語でも読めるような国語や社会科の教科魯の翻訳版や母語の問題集は有用性が高いといえ
る。
　また，この加配措1ヒliは年度ごとに決まるということで，12月時点では，次年度に加配があるかどう
かは未定だった。また加配があったとしても，人箏異動などで，同じ教諭が担当できるかも定かでは
1篶餓鷹1‘aldd°sc°pe・j・／index抑m1「中学：校繍斗川畑雫斗学：蹴瀬斗：i！F多言1謝酬ト」・・
薙膓算麗㌣1駿習贈P蝶望曇騨｛°llし糊甥糊鍵灘；織轟識ll吾1鰍祭野騰1嘆？
　ン語．中国語）力呼II用できる。
　さらにSl：数についてはhttp・〃www・keins・city．kawa・aki．jp／・。1・te・t／t・iy・ku／t・iyaku，htm脚肺：「一”：数六ヶ国語
　対訳集jが利月1できる。
また・httP・”www・m・xt・9・jp／・．me・u／sh・t。・／d・・in・t／003／。。1．htm＃・。8郊15科学省：「帰1垂1・夕鋼規童生徒鞘
ll難雛襲薪1覇雛騰講鱒鞭騰薬戴鵜辮響簗擶
鼎牒蟹鷲j撚躍縄llla「in・t！°°3／°D1／°°alltm燗儲・「物￥∫翻るJSLカ1陥
また・　i’1’狽戟f校については・平1・軸犠に国語・～絵・数学卍蹴嬬｝の5獅｝についてまとめられた。’http、／／www．
灘鷲濃膿1撫鵬鼎1鵬蹴い騰灘鷺J慕1編鵬鱗鉱、
　教師が，日牢請をほとんど理解できない児童生徒を相手に、すぐ利用できる教科学習用の教材開多邑ほまだ緒についたば
　カ・りといえる。
”　At）‘p’／／ww’v．s…u・9°・jp／kekusai／pclf／s°n°ta－b5．・df総務省：多文化i［k－S：のtSl・進に購研究鋼1告li・！・r（・麟3
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ないという。1年で教科学習に支障がない程度に日本語を習得することは明らかに困難であることか
ら，より長期的な視野で計画を立て，指導が実践できるような体制が望まれる。　　　　　一
5．おわりに
　以上，文部科学省の統計を概観し，新潟市の現状を見てきた。一方的な同化を求める論調から，「多
文化共生」を意識し孝方針が示されるようになったこと17は歓迎すべきことである。新潟市の数育ビ
ジョン13にも，「学校生活への適応性の促進や旧本語指導を行うとともに，それらの子どものもつ知諦
や経験を生かす教育をすすめること」と明確に示されている。しかし，日本語指導についても現状で
は十分とは言えず，ましてや日本語を母語としない児童生徒がもともと持っている知識や経験を生か
した教育をすすめる余裕は現揚には見られないeこのビジョンを単なる「お題目」にしないためにも，
学習老の母語がわかる人材の派遣や，翻訳教材の充実を図る必要があるだろう。日本語ができるよう
になってから教科学習を，というのであれば，教科学摺に支障がないところまで日本語指導ができる
体制を整えるべきだ。また，日本語は生活するのに最低限でいいとするなら，各教科を学習者の母語
で学べるような体制にしなければならないだろう。いずれにせよ，時問と予算が必要である。
　新潟市は，外国人非集住地域であり，1校に日本語指導が必要な児童生徒が集中することはあまりな
い。だかちこそ，外国人児童生徒サポートセンターのような機関，つまり日本語指導や母語による学
習支援者の派遣をコーディネートしたり，各種教材の準備や，担任や保護者の相談に応じたりする常
勤の専門家が所属する機関が必要であると思われる。特別支援教育サポートセンターの日本語非母譜
話者版のようなものである。その際，新潟市の近隣市町村についても調査し，新潟市のように非集住
型の自治体があれば，共同でこの問題に取り組むことも支援の効率を上げるのに，役立つだろう。
　新潟市の学校制度（1日の流れや年問行事）の紹介，就学資金援助制度，日本語指導協力者派遣制度
や，1転入学年を柔軟に決めるなどの措置などの情報は，転入してくる児蓮生徒，保護者のみならず，
現場の教貝にも必要である。教育委員会の学校教育関係のサイトやお知らせ類の多言語版を早急に用
意する必要がある。日本語がわからない人もhかる人もともに快適に暮らせる社会をH指す，言語而
でのノーマライゼーションがさらに推進されることを期待したい。
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